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プ
ロ
ロ
ー
グ

　

こ
の
シ
リ
ー
ズ
で
、
欧
州
の
最
低
賃

金
状
況
に
つ
い
て
報
告
し
た
の
は
、３
年

前
の
こ
と
で
あ
っ
た（
本
誌
2
0
1
9
年

秋
号
）。

　

そ
の
後
、
欧
州
に
あ
っ
て
も
新
型
コ
ロ

ナ
感
染
症
の
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
や
、
と
く
に

今
年
は
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
に

起
因
す
る
イ
ン
フ
レ
高
騰
な
ど
、
社
会

生
活
へ
の
影
響
は
大
き
く
、
最
低
生
活

保
障
の
あ
り
よ
う
が
、
市
民
の
も
う
一
つ

の
大
き
な
関
心
事
と
な
っ
た
こ
と
は
否

め
な
い
。

　

こ
の
間
、対
応
す
る
欧
州
連
合（
E
U
）

加
盟
国
で
は
、
度
合
い
に
差
は
あ
れ
最

低
賃
金
が
上
昇
し
て
お
り
、
E
U
レ
ベ

ル
で
は
最
賃
指
令
案
の
暫
定
合
意
が
成

立
し
て
い
る
。

　

今
回
は
、こ
う
し
た
動
静
に
つ
い
て
の

報
告
で
あ
る
。

注
目
の
E
U
最
賃
指
令
案

　

入
手
し
え
た
現
地
の
調
査
資
料（
後

掲
）が
い
ず
れ
も
指
摘
す
る
の
は
、
E
U

レ
ベ
ル
の
最
低
賃
金
政
策
、
と
く
に
最
賃

指
令
案（
法
案
）を
め
ぐ
る
大
き
な
動
き

で
あ
る
。
中
に
は
そ
れ
を
歴
史
的
展
開
と

す
る
論
評
も
あ
る
。

　

こ
の
法
案
は
、
さ
る
６
月
７
日
、
欧

州
理
事
会（
い
わ
ば
上
院
）と
欧
州
議
会

（
い
わ
ば
下
院
）が
、
暫
定
合
意
し
た
最

賃
指
令
案（
法
案
）の
こ
と
。
正
式
に
は

「
E
U
に
お
け
る
十
分
な
最
低
賃
金
に
関

す
る
指
令
案
」と
い
う（「
十
分
な
」と
は

A
dequate

の
訳
語
）。

　

正
式
決
定
は
今
後
の
欧
州
議
会
の
場

で
な
さ
れ
る
が
、
６
月
16
日
に
は
、
雇
用

社
会
相
理
事
会
が
圧
倒
的
多
数
で
こ
れ

に
合
意
し
て
い
る
の
で
、
今
秋
採
択
へ
の

ハ
ー
ド
ル
は
ク
リ
ア
さ
れ
た
と
み
る
向

き
が
多
い
。

　

以
下
、そ
の
主
眼
点
に
触
れ
て
み
よ
う
。

■
二
本
柱
の
指
令
案

　

指
令
案
の
主
眼
点
は
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト

な
生
活
水
準
を
可
能
と
す
る
に
十
分
な

最
賃
を
確
立
す
る
こ
と
、
職
場
の
ワ
ー
キ

ン
グ
・
プ
ア
と
戦
い
、
賃
金
不
平
等
を
解

消
す
る
こ
と
、一
方
で
賃
金
決
定
に
お
け

る
団
体
交
渉
の
役
割
強
化
が
必
須
と
も

し
て
お
り
、加
盟
諸
国
に
お
け
る
①
「
団

体
交
渉
の
強
化
」と
②
「
十
分
な
最
低
賃

金
の
確
立
」と
の
２
本
柱
の
条
項
に
な
っ

て
い
る
。

　

そ
こ
で
、本
稿
の
趣
旨
か
ら
、先
に
②

「
十
分
な
最
低
賃
金
の
確
立
」
か
ら
見
て

み
よ
う
。
注
目
さ
れ
る
の
は
、
法
定
最
賃

を
持
つ
加
盟
国（
27
カ
国
中
21
カ
国
）は
、

最
賃
策
定
に
あ
た
っ
て
少
な
く
と
も
次

の
基
準
要
素
を
考
慮
に
入
れ
る
と
し
た

こ
と
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、「
生
計
費
、
租

税
、
社
会
保
険
料
を
考
慮
に
入
れ
た
最

賃
の
購
買
力
」、「
賃
金
総
額
の
一
般
水
準

お
よ
び
そ
の
分
布
」、「
賃
金
総
額
の
成
長

率
」、「
生
産
性
向
上
率
と
傾
向
」、
で
あ

る
。

　

こ
れ
ら
の
基
準
要
素
は
本
質
的
に
加

盟
国
に
お
け
る
現
行
の
最
賃
決
定
上
の

浮
上
し
た

欧
州
最
低
賃
金
指
令
案
に
つ
い
て

金
属
労
協（
J
C
M
）顧
問   

小
島
正
剛



25   JCM   2022  Autumn

浮上した欧州最低賃金指令案について

慣
行
を
反
映
す
る
も
の
で
あ
り
、
加
盟
国

は
自
ら
の
社
会
経
済
状
況
の
も
と
で
各

要
素
の
重
要
度
を
決
定
す
る（
指
令
案
第

５
条
２
項
）。

　

そ
し
て
、
さ
ら
に
重
要
な
条
項
は
、
加

盟
国
が
法
定
最
賃
の
適
格
な
決
定
に
あ

た
り
、
次
の
指
標
基
準
を
活
用
す
べ
き
と

も
し
て
い
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
す
な
わ
ち

「
中
位
賃
金
水
準
の
60
％
」、
お
よ
び「
平

均
賃
金
水
準
の
50
％
」（
の
い
ず
れ
か
）を

適
用
す
る
、
で
あ
る（
指
令
案
第
５
条
第

３
項
）。

　

す
な
わ
ち
、
指
令
案
は
最
賃
設
定
上
の

ダ
ブ
ル
・
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
を
規
定
し
て
お

り
、
各
国
は
い
ず
れ
か
を
法
定
最
賃
決
定

の
有
力
な
ベ
ン
チ
マ
ー
ク
と
す
る
こ
と
に

な
る
。
そ
し
て
事
実
上
、
こ
う
し
た
基
準

は
す
で
に
多
く
の
加
盟
国
で
一
応
の
指
標

と
な
っ
て
は
い
る
の
で
あ
る
。
た
だ
、
そ

れ
ら
を
完
全
に
は
実
現
し
て
こ
な
か
っ
た

の
が
実
情
で
あ
り
、
指
令
案
は
そ
の
打
開

策
を
法
的
に
提
示
し
た
も
の
と
も
判
断

さ
れ
よ
う
。

　

欧
州
委
員
会
は
、
指
令
案
採
択
に
よ
り

約
2
5
0
0
万
人
の
労
働
者
が
恩
恵
を

受
け
る
こ
と
に
な
ろ
う
と
発
言
し
て
い
る
。

そ
し
て
こ
れ
は
と
く
に
イ
ン
フ
レ
高
騰
の

折
か
ら
重
要
で
あ
り
、
因
習
的
・
相
対
的

に
低
賃
金
層
に
多
く
を
占
め
る
女
性
労

働
者
の
所
得
ジ
ェ
ン
ダ
ー
格
差
是
正
に
つ

な
が
ろ
う
と
も
し
て
お
り
、
重
視
さ
れ
る

由
縁
で
も
あ
る
。

　

も
う
一
つ
の
柱
、
①「
団
体
交
渉
の
強

化
」に
つ
い
て
は
、
既
述
の
、②
「
十
分
な

最
低
賃
金
の
確
立
」条
項
の
前
に
お
か
れ

て
い
る
の
が
注
目
さ
れ
る
。
賃
金
決
定
の

本
来
あ
る
べ
き
姿
を
強
調
し
た
も
の
と

も
受
け
止
め
ら
れ
よ
う
。

　

条
文
に
は
、
労
組
の
役
割
強
化
が
適
正

最
賃
確
立
の
基
盤
と
し
て
も
必
須
の
要

件
と
あ
り（
第
３
条
第
３
項
）、団
体
交
渉

権
を
保
障
し
、
交
渉
に
携
わ
る
労
働
者
を

差
別
か
ら
擁
護
す
る
こ
と
と
し
て
い
る

（
第
４
条
第
１
項
）。

　

言
わ
ず
も
が
な
そ
こ
に
は
、
団
体
交
渉

に
よ
る
賃
金
決
定
が
、
最
賃
決
定
の
重
要

な
基
盤
と
な
る
と
の
認
識
も
読
み
取
れ

よ
う
。
同
じ
条
項
で
は
、
加
盟
国
に
あ
っ

て
は
、
産
業
別
ま
た
は
産
業
横
断
レ
ベ
ル

で
団
体
交
渉
に
従
事
す
る
労
使
団
体
の

能
力
の
構
築
・
強
化
の
た
め
、
労
使
団
体

と
協
議
す
る
、
な
ど
と
も
し
て
い
る
。

　

そ
し
て
、
団
体
交
渉
の
適
用
率
が
70
％

未
満
の
加
盟
国
は
、
そ
れ
を
拡
大
す
る

措
置
を
講
ず
る
べ
き
と
し（
第
４
条
第
２

項
）、
さ
ら
に
状
況
改
善
の
国
家
プ
ラ
ン

を
た
て
、
明
確
な
タ
イ
ム
ラ
イ
ン
や
具
体

的
・
漸
進
的
な
措
置
を
設
定
す
べ
き
こ
と

も
規
定
。
こ
う
し
た
プ
ラ
ン
は
ソ
ー
シ
ャ

ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
協
力
の
う
ち
に
策

定
、
少
な
く
と
も
５
年
ご
と
に
再
評
価
・

更
新
す
る
旨
も
記
述
し
て
い
る
。

■
長
か
っ
た
道
の
り

　

思
え
ば
、
E
U
レ
ベ
ル
の
最
賃
指
令
条

項
確
立
の
構
想
は
、
ほ
ぼ
30
年
前
か
ら
浮

上
し
て
い
た
と
い
え
よ
う
。
も
と
よ
り
、

欧
州
各
国
の
経
済
構
造
・
賃
金
レ
ベ
ル
は

多
様
で
あ
り
、
E
U
全
域
を
対
象
と
す
る

よ
う
な
単
一
の
最
賃
設
定
は
非
現
実
的
で

あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
む
し
ろ
加
盟
国

レ
ベ
ル
で
最
賃
政
策
を
策
定
す
る
際
の
共

通
の
枠
組
み
基
準
を
形
成
す
る
方
向
に

焦
点
が
絞
ら
れ
た
の
で
あ
っ
た
。
そ
う
し

た
枠
組
み
基
準
に
は
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
な

労
働
条
件
や
公
正
な
賃
金
な
ど
、
諸
々
の

E
U
宣
言
や
憲
章
に
織
り
込
ま
れ
た
権

利
を
推
進
す
る
条
項
が
効
力
を
発
揮
し

た
の
で
あ
る
。「
社
会
権
憲
章（
1
9
8
9

年
）」や
、「
E
U
基
本
権
憲
章（
2
0
0
0

年
）、
そ
し
て
直
近
で
は「
欧
州
社
会
権
の

柱（
2
0
1
7
年
）」が
あ
る
。

　

現
在
法
定
最
賃
を
持
つ
国
は
既
述
の

よ
う
に
21
カ
国
、
そ
の
他
６
カ
国
は
労
使

協
議
、
三
者
協
議
、
専
門
家
会
議
の
提
言

な
ど
で
協
定
し
て
い
る
。
指
令
案
は
す
べ

て
の
国
に
法
定
最
賃
導
入
を
義
務
付
け

る
も
の
で
は
な
い
が
、
指
標
の
一
つ
と
は

な
る
わ
け
だ
。

　

今
回「
十
分
な
最
賃
」の
問
題
が
浮
上

し
た
の
は
2
0
1
9
年
で
あ
っ
た
。
欧
州

委
員
会
の
ウ
ル
ス
ラ
・
フ
ォ
ン
・
デ
ア
・
ラ

イ
エ
ン
委
員
長
は
、
そ
の
年
の
就
任
当
初

か
ら
、
最
賃
の
域
内
共
通
枠
組
み
導
入
の

構
想
を
公
表
し
て
い
た
。「
公
正
な
最
賃

へ
の
挑
戦
」
を
表
明
す
る
討
議
資
料
が

2
0
2
0
年
１
月
に
公
表
さ
れ
る
と
、
た

だ
ち
に
E
U
レ
ベ
ル
で
労
働
団
体
、
使

用
者
団
体
が
協
議
に
入
り
、
2
0
2
0
年

10
月
、
欧
州
委
員
会
は「
E
U
に
お
け
る

十
分
な
最
賃
に
関
す
る
指
令
案
」を
公
表

し
た
の
で
あ
っ
た
。
こ
う
し
て
、
既
述
の

2
0
2
2
年
の
指
令
案
公
式
発
表
に
つ

な
が
っ
た
の
で
あ
る
。

　

注
目
さ
れ
た
の
は
、
指
令
案
を
解
説
す

る「
覚
書
き
」の
な
か
で
、
欧
州
委
員
会

が
指
摘
し
た
以
下
の
点
で
あ
る
。

　

①
ほ
と
ん
ど
の
E
U
加
盟
国
に
お
い

て
は
、
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
な
生
活
を
保
障
す

る
に
は
最
賃
は
あ
ま
り
に
も
低
水
準
で

あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
②
指
令
案
が
目
指

す
の
は
、働
く
場
が
ど
こ
で
あ
れ
、デ
ィ
ー

セ
ン
ト
な
生
活
を
得
る
に
十
分
な
最
賃

を
保
障
す
る
こ
と
、
最
賃
の
状
況
を
改
善

す
る
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
創
造
す
る
こ
と
、

労
働
者
が
最
賃
に
よ
る
生
活
防
衛
に
ア

ク
セ
ス
す
る
可
能
性
を
拡
大
す
る
こ
と

に
あ
る
、
と
し
た
こ
と
だ
。
公
正
な
最
賃

と
は
、
生
活
に
必
須
の
物
資
を
得
る
に
十

分
で
あ
る
の
み
な
ら
ず
、
労
働
者
が
よ
り

妥
当
な
社
会
参
加
を
享
受
し
う
る
も
の

で
な
け
ら
ば
な
ら
な
い
と
は
、
近
年
の
常

識
的
解
釈
と
し
て
よ
い
だ
ろ
う
。
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加
盟
国
の
最
賃
事
情
は

　

こ
こ
で
加
盟
国
レ
ベ
ル
の
法
定
最
賃
状

況
を
見
て
み
よ
う
。
こ
こ
で
は
、
入
手
可

能
な
資
料
か
ら
、
2
0
2
2
年
１
月
現
在

の
加
盟
国
の
法
定
最
賃
の
状
況
を
グ
ラ
フ

で
一
覧
し
て
み
た
い（︿
付
表
﹀の
グ
ラ
フ

参
照
）。

　

加
盟
国
の
最
賃
水
準
が
多
様
で
あ
る

こ
と
は
こ
の
グ
ラ
フ
か
ら
も
容
易
に
読
み

取
れ
よ
う
。
最
賃
は
、
上
は
ル
ク
セ
ン
ブ

ル
グ
の
13
・
0
5
ユ
ー
ロ（
1
7
6
1
円
）

か
ら
下
は
ブ
ル
ガ
リ
ア
の
2
・
0
0
ユ
ー

ロ（
2
7
0
円
）と
大
き
な
幅
が
あ
る
。
上

位
グ
ル
ー
プ
に
あ
る
の
は
西
欧
の
加
盟

諸
国
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
2
0
2
1

年
の
最
賃
引
き
上
げ
は
コ
ロ
ナ
禍
と
い

う
不
安
定
要
因
も
あ
っ
て
、
加
盟
国
の

多
く
で
伸
び
悩
ん
だ（
平
均

４
％
）。（
換
算
率
は
１
ユ
ー

ロ
=
1
3
5
円
、
執
筆
時
点
。

以
下
同
じ
）。

　

こ
れ
に
対
し
、
2
0
2
2

年
前
半
に
入
る
と
よ
り
大
幅

な
最
賃
引
き
上
げ
が
あ
り
、

ま
た
は
交
渉
中
で
あ
る
。
と

く
に
中
東
欧
諸
国
で
は
上
げ

幅
が
大
き
く
、
ハ
ン
ガ
リ
ー

は
グ
ラ
フ
に
見
る
数
値
の

22
％
増
と
な
っ
て
い
る
。

E
U
に
よ
れ
ば
、
本
年
半

ば
ま
で
の
と
こ
ろ
、
最
賃
引

き
上
げ
率
は
平
均
約
６
％
で

あ
り
、
一
部
諸
国
で
進
行
中

の
協
議
・
交
渉
が
妥
結
し
て

い
く
と
、
引
き
上
げ
率
平
均

は
さ
ら
に
上
回
ろ
う
と
い
う
。

　

と
り
わ
け
注
目
さ
れ
る
の

は
、
ド
イ
ツ
の
最
賃
引
き
上

げ
で
あ
る
。
グ
ラ
フ
に
見
る

9
・
8
2
ユ
ー
ロ（
1
3
2
5

円
）
は
、
2
0
2
2
年
7
月

１
日
、最
賃
委
員
会
の
勧
告

で
10
・
4
5
ユ
ー
ロ（
1
4
1
0
円
）に
引

き
上
げ
ら
れ
た
。
10
月
１
日
に
は
法
律
に

よ
り
12
・
0
0
ユ
ー
ロ（
1
6
2
0
円
）へ

の
引
き
上
げ
が
決
定
し
て
お
り
、
グ
ラ
フ

に
見
る
E
U
第
６
位
か
ら
一
気
に
第
２

位
に
浮
上
す
る
。
12
ユ
ー
ロ
は
、
中
位
賃

ブルガリア

ラトビア

ルーマニア

ハンガリー

クロアチア

スロバキア

チェコ

ポーランド

ギリシア

エストニア

ポルトガル

リトアニア

マルタ

スペイン

スロべニア

ドイツ

ベルギー

アイルランド

フランス

オランダ

ルクセンブルグ 13.05

10.58

10.57

10.50

10.25

9.82

6.21

6.06

4.57

4.47

4.25

3.86

3.83

3.81

3.76

3.71

3.60

3.21

3.10

2.96

2.00

〈付表〉EU加盟国の法定最低賃金（21カ国）（2022年1月現在）

単位：時間当りユーロ（1ユーロ≒135円）

資料出所：WSI 最低賃金データベース2022より筆者加工
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（ユーロ）
ドイツの法定最低賃金（時間当りユーロ）の推移

資料出所：連邦労働社会省（ドイツ）資料より金属労協組織総務局作成
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浮上した欧州最低賃金指令案について

金
水
準
の
60
％
と
い
う
。

■
E
U
域
外
諸
国
の
状
況
は

　

こ
の
機
会
に
、
参
考
ま
で
、
E
U
域
外

諸
国
の
法
定
最
賃
状
況
に
も
目
を
向
け

る
と
、
以
下
の
よ
う
で
あ
る（
順
不
同
、
出

所
ユ
ー
ロ
フ
ァ
ウ
ン
ド
）。

2
0
2
2
年
１
月
現
在
、
ユ
ー
ロ
換
算

で
、イ
ギ
リ
ス
が
10
・
3
7
ユ
ー
ロ（
1
3

9
9
円
、23
歳
以
上
）
で
、
本
年
４
月
１

日
か
ら
は
11
・
0
5
ユ
ー
ロ（
1
4
9
1

円
）と
な
っ
て
い
る
。
バ
ル
カ
ン
諸
国
は

ず
っ
と
低
く
、
セ
ル
ビ
ア
2
・
3
1
ユ
ー

ロ（
3
1
1
円
）、北
マ
ケ
ド
ニ
ア
2
・
0

8
ユ
ー
ロ（
2
8
0
円
）な
ど
。ロ
シ
ア
の

侵
攻
で
戦
闘
中
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
で
は
、
か

つ
て
議
会
が
労
働
者
基
本
権
を
損
な
う

法
案
を
策
定
し
、
同
国
労
組
２
団
体
や
国

際
労
組
総
連
合（
I
T
U
C
）、
イ
ン
ダ
ス

ト
リ
オ
ー
ル
な
ど
の
批
判
を
浴
び
た
経

緯
が
あ
る
が
、
最
賃
は
1
・
2
1
ユ
ー
ロ

（
1
6
3
円
）で
あ
る
。
ロ
シ
ア
0
・
9
2

ユ
ー
ロ（
1
2
4
円
、
さ
る
７
月
に
そ
の

10
％
引
き
上
げ
を
公
表
）、
モ
ル
ド
バ
0
・

8
3
ユ
ー
ロ（
1
1
2
円
）、ト
ル
コ
は
2
・

4
4
ユ
ー
ロ（
3
2
9
円
）。

　

ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
で
は
、
オ
ー
ス

ト
ラ
リ
ア
12
・
9
1
ユ
ー
ロ（
1
7
4
2

円
）、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
11
・
9
8
ユ
ー

ロ（
1
6
1
7
円
）、カ
ナ
ダ
9
・
6
7
ユ
ー

ロ（
1
3
0
5
円
）が
突
出
し
、
日
本
7

・

1
6
ユ
ー
ロ（
平
均
9
6
0
円
）
な
ど
が

見
え
る
。
制
度
上
の
相
違
は
あ
る
も
の

の
、
日
本
の
場
合
先
進
国
で
は
下
位
の

ま
ま
で
あ
る
。
韓
国
は
6

・7
6
ユ
ー
ロ

（
9
1
2
円
）に
上
昇
し
て
い
る
。

エ
ピ
ロ
ー
グ

　

こ
の
度
の
最
賃
指
令
案
が
、
E
U
の
目

指
し
た
方
向
で
具
体
性
を
示
し
た
こ
と

が
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
。

　

あ
る
研
究
機
関
の
論
評
は
、
こ
う
発

信
し
て
い
る
。「
指
令
案
は
か
つ
て
、2
0

0
8-

2
0
0
9
年
の
経
済
危
機
の
折
に

見
舞
わ
れ
た
よ
う
な
各
国
レ
ベ
ル
、
E
U

レ
ベ
ル
で
の
団
体
交
渉
の
無
力
化
の
試

み
を
、
防
止
す
る
も
の
と
な
る
。
も
は
や
、

十
分
な
最
賃
と
強
力
な
団
体
交
渉
が
問

題
の
一
部
と
み
な
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
だ

ろ
う
」「
E
U
社
会
政
策
上
の
重
要
な
一

里
塚
で
あ
る
」（
ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
）。

　

言
う
ま
で
も
な
く
、
指
令
案
が
ワ
ー

キ
ン
グ
・
プ
ア
を
排
除
し
、
賃
金
不
平
等

を
是
正
す
る
万
能
薬
と
捉
え
る
の
は
、
時

期
尚
早
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
そ
の

方
向
に
向
か
う
貴
重
な
一
歩
で
あ
る
だ

ろ
う
。
今
後
注
目
さ
れ
る
の
は
、
加
盟
国

の
注
力
の
あ
り
よ
う
と
い
う
こ
と
に
な

ろ
う
。

　

最
後
に
一
言
。
指
令
案
が
圧
倒
的
多
数

で
暫
定
合
意
を
見
た
こ
と
は
指
摘
し
た

と
こ
ろ
だ
が
、
そ
の
背
後
に
は
反
対
票
を

投
じ
た
デ
ン
マ
ー
ク
と
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の

存
在
が
あ
っ
た
こ
と
は
述
べ
て
お
き
た
い
。

両
国
の
労
働
組
合
は
、
伝
統
的
に
培
っ
て

き
た
団
体
交
渉
方
式
を
重
要
視
し
て
お

り
、
そ
れ
を
バ
イ
パ
ス
す
る
よ
う
な
や
り

方
に
は
異
を
唱
え
た
と
い
う
。
今
回
そ
の

見
解
を
重
視
し
て
の
、
団
交
強
化
の
条
文

挿
入
で
あ
っ
た
と
は
、
信
頼
す
べ
き
デ
ン

マ
ー
ク
筋
か
ら
の
情
報
で
あ
る
。

（
参
照
資
料
）

独
経
済
社
会
研
究
所（
W
S
I
）レ
ポ
ー
ト
、

欧
州
労
研（
E
T
U
I
）政
策
ブ
リ
ー
フ
、

ユ
ー
ロ
フ
ァ
ウ
ン
ド
：
2
0
2
2
年
最
低
賃

金

ｰ

年
次
評
論
、

ソ
ー
シ
ャ
ル
・
ヨ
ー
ロ
ッ
パ（
S
E
）資
料
、

日
本
労
働
研
究
研
修
機
構（
J
I
L
P
T
）

資
料
、
な
ど
。（

2
0
2
2
年
8
月
10
日
記
）

●金属労協顧問

小島正剛 こじま・せいごう

６０年ＩＭＦ（国際金属労連）日本事務
所に入職以来、金属労協事務局長代理、
同国際局長、同副議長（国際委員長）（以
上 IMF との兼務）、ＩＭＦ地域代表を
務めるなど国際労働運動一筋。９８年
金属労協顧問に。日本労働ペンクラブ
前代表代理他。主要著書「グローバル
連帯 落穂拾い」他。

アジア太平洋地域各国でも最低賃金が上昇。写真は、インドネシア労働組合総連合会がジャカルタの州別最
低賃金5.1％を勝ち取った2021年 12月のデモの様子。（インダストリオール・ウェブサイトニュースより）


